
※給与費は当初予算に計上された額であり、特別職は含みません。

平均△４．８％改定（最高△７．０％）

平成21ফ২の人件費厾

一人当たりの給与費

Ａ

260人

Ｂ／Ａ

配偶者に係る扶養手当を５００円減額 ع17.12+

ع17.12+

5,878千円224,617千円 352,597千円951,033千円

平均△４．８％改定（最高△７．０％）+18.4ع

△３．０％改定

1,528,247千円

大磯町の改定状況大磯町の改定状況 国

　①　給与改定の概要

実施時期

△３．０％改定

項　　目

１　総括

（３）　給与改定及び抑制措置の概要

（１）　人件費の状況（一般会計決算）

区分

平成22ফ২

区分

平成23ফ২

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

住ড়匼本卤人口

※人件費には町শ、副町শ、議員等の特別職に支給される給厄、報酬等を含みます。

人件費厾人件費厾人件費歳出額 実質収支

23.2%

給　　　　厄 計　　　　B期末・勤勉手当職員手当

配偶者に係る扶養手当を５００円減額

（２）　職員給与費の状況（一般会計予算）

（一般職）
　人事协が国家公務員の給与に対してষ峍た൭卪（人事协൭卪）に匼峏岹改正の৽厢　人事协が国家公務員の給与に対してষ峍た൭卪（人事协൭卪）に匼峏岹改正の৽厢

給厄

23.7%

Ｂ

2,181,134千円9,193,225千円

Ａ

194,960千円

（参考）

職員数

（平成22ফ২末）

33,529人

Ｂ／Ａ

প༺の給与嵣員ଵ৶等峕峎岮峐

ع18.4+

　　　平成23ফ６月ع

　　　平成23ফ７月ع 給厄を町শ50％減額

ع22.12+

（一般職）

　　　平成13ফ২20عফ২　
　　　平成23ফ３月6ع月

期末勤勉手当における支給厾をফ０．３５ヶ月減

手当

期末勤勉手当における支給厾をফ０．２ヶ月減 ع22.12+

ع17.12+

ع18.4+

期末勤勉手当における支給厾をফ０．２ヶ月減

手当

期末手当における支給厾をফ０．２ヶ月減

調整手当を廃止、地域手当を新設

調整手当支給厾８％を地域手当３％に改定

配偶者に係る扶養手当を５００円減額

ع21.6+

調整手当を廃止、地域手当を新設

ع17.12+

調整手当を廃止、地域手当を新設

ع18.4+

勤勉手当における支給厾をফ０．５ヶ月増 勤勉手当における支給厾をফ０．５ヶ月増

配偶者に係る扶養手当を５００円減額

調整手当支給厾０１２ع％を地域手当０１８ع％に改定

大磯町の改定状況
（ଞ勤特別職等؟町শ・副町শ・教育শ）

調整手当支給厾８１０ع％を地域手当一３％に改定 ع18.4+

項　　目

期末勤勉手当における支給厾をফ０．３５ヶ月減

配偶者以外３人目以ఋに係る扶養手当を500円増額 ع20.4+

期末手当における支給厾をফ０．３５ヶ月減 ع21.6+

　②　給与抑制措置の状況

　　ষଃ政改のため、平成１６ফ４月から調整手当の支給厾を一10％から部শ・ୖশ級の支給厾８％（△２％）、副主（技）幹・主査級の支
給厾を（％1△）％ڵにచ減するとともに、ଵ৶職手当を部শ級15％（△３％）・ୖশ級14％（△３％）・副主（技）幹級12％（△３％）にచ
減を実施しました。（「調整手当においては、勶厪、「地域手当」に名称が厭ಌとなり、国の匼準に匼峏き、一３％とな峍ております。）

実施時期

（ଞ勤特別職等؟町শ・副町শ・教育শ）

配偶者以外３人目以ఋに係る扶養手当を500円増額

期末手当を町শ50％、助叓30％、収ো叓及び教育শ20％減額（19ফ４月から助叓、収ো叓を廃止、副町শを設置）
給厄・地域手当を町শ・副町শ90%減額（23ফ４月から副町শ勘厪）
期末手当を町শ・教育শ50%減額（23ফ12月の期末手当はさらに町শ50万円減額）
給厄・地域手当を教育শ75%減額

給厄・地域手当を教育শ50%減額

　　　平成23ফ6月9ع月

　　　平成23ফ10月ع



大磯町 全国町村平均 類似団体平均 県内市町村平均

18ফ২ 95.0 93.5 95.0 100.6
23ফ২ 95.6 95.3 97.0 102.3

　　　　※　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

(単位:円）

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

135,600 161,600 228,600 252,600 279,100 307,800 339,100

218,600 274,700 336,300 366,400 427,800 454,800 482,800

1号給の
給厄月額

最高号給の
給厄月額

ك月１ਠڰ平ਛ��ফقಹষ職給મの状況　ڮ

（ラスパイレス指数の算出方法）
　　　　※　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の大磯町職員の給与水準を示す指数です。

　本町職員と国家公務員について、それぞれを学ഄ別・৽ୡফ数別に区分し、本町職員の構成が国家公務員と一であるとෘ定のうえ、区分ごとに本町職員と国
家公務員の給厄を比ຎして算出します。

（４）　ラスパイレス指数の状況（各ফ４月１日勶厪）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

95.0 

93.5

95.0 

100.6

95.6 95.3

97.0 

102.3

88.0 

90.0 

92.0 

94.0 

96.0 

98.0 

100.0 

102.0 

104.0 

大磯町 全国町村平均 類似団体平均 県内市町村平均

18年度

23年度

平均給厄 平均給与 参考

月額 月額(A) 対応類似
職種 平均ফೡ Ａ／Ｂ

54.7歳 28人 283,100円 314,365円 306,136円 － － ー

55.7歳 4人 336,200円 391,000円 377,450円 廃ಣ匵叀৶
業従業員 44.6歳 1.35

55.6歳 7人 238,700円 258,242円 253,871円 調 ৶ 士 41.4歳 0.9

55.3歳 7人 293,200円 319,086円 315,586円 用 務 員 53.8歳 1.52

*** 1人 *** *** *** 自 家 用 乗 用
自 動 区 運 転 者 56.4歳 ***

54.2歳 9人 285,100円 317,644円 307,144円 － － －

53.3歳 491人 367,840円 445,177円 422,155円

49.5歳 3689人 283,862円 ー 321,662円

48.7歳 (団体平均）
15　人 290,487円 318,629円 307,572円

290,600円

国

類 似 団 体

平均給与
月額

(国ベース）

神 ఱ 川 県
国

－

平均給与月額(B)

253,700円

大 磯 町

－

287,400円

209,700円

区　　　　　　　　　　　分 平均給厄月額

類 似 団 体

学 校 給 食 員

用 務 員

そ の 他

（１）　職員の平均ফೡ、平均給厄月額及び平均給与月額の状況（平成23ফ４月１日勶厪）

平均給与月額
（国ベース）平均ফೡ

417,469円 378,345円
405,271円

平均給与月額

43.4歳
ー

42.9歳

42.3歳

324,600円
456,141円

神ఱ川県

42.9歳 324,842円

ড়　　　　　　　　　　　間

397,723円

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

327,205円
392,010円 357,132円

区　　　　　　　　　　　分

清 掃 職 員

349,365円

自 動 区 運 転 手

大 磯 町

平均ফೡ 職員数

①一般ষ政職

②技能労務職



区分 23ফ২ 22ফ২ 18ফ২

大磯町（Ｃ）

参　　　　　　　　　　　　考
ফ収ベース（去算க）の比ຎ区　分

高　　　校　　　卒

4,035,300円 1.52
4,072,000円 3,859,000円

C/D

学校給食員

該当者なし

*** 3,594,800円 ***

（３）　職員の৽ୡফ数別・学ഄ別平均給厄月額の状況（平成23ফ４月１日勶厪）

6,152,500円

ಹষ職のશ職員ਯ等の状況　ڰ

৽ୡফ数２０ফ

標準的な職務内容

該当者なし 該当者なし

※「平均給厄月額」とは、各職種ごとの職員の匼本給の平均です。

大　　　学　　　卒

大磯町

※「ড়間」のჷにおいては、「賃স構造匼本ଁ計調査」の数கを匼に、職務の内容が類似すると卩峹れる職種の労௮者の崯ー崧を総務匚において卭厦計し
たものであるが、ফೡ、業務内容、౻用態等の勷において一ಱしているものではな岹、峜とつの参考として示したものです。

（１）　一般ষ政職の級別職員数の状況（平成23ফ４月１日勶厪）

172,200円

257,600円

（２）　職員の初任給の状況（平成23ফ４月１日勶厪）

338,600円

2,943,200円 1.73

ড়間(D)

一般ষ政職

140,100円

৽ୡফ数１５ফ

一般ষ政職

神ఱ川県

区　　　　　　　　　　　分

高　　　校　　　卒

৽ୡফ数１０ফ

職員数

大　　　学　　　卒

147,200円

321,000円

※　「***」で表示しているものは、対象者が2名以下であり、個人情報が特定されるため、公表していません。

144,500円

構成比

国

自動区運転手
用務員

1.06
清掃職員

区　　分

175,600円 178,800円

5,098,700円

1.5% 2.2%
6.3%

100.0%

区分 23ফ২ 22ফ২ 18ফ২

１級 3.6% 1.5% 0.7%

２級 13.9% 12.4% 9.2%

３級 21.2% 24.1% 26.8%

４級 18.2% 20.4% 19.7%

５級 15.3% 13.9% 21.8%

６級 26.3% 25.5% 15.5%

７級 1.5% 2.2% 6.3%

（注）

２級

ୖ　　　　　　　　　শ

15.3%
副　　　　主　　　　幹

６級

(3人）

主　　　　　　　　　事

標準的な職務内容

(137人）

100.0%
合　　　　　　計

(100.0%)

(25.5%)

３級

(12.4%)

21.2%

(24.1%)

26.3%

1.5%

(20.4%)

職員数

3.6%

４　（　　）内は、平成22ফ４月１日勶厪の状況です。

(1.5%)

5人

(2人）

(17人）

19人

１級

(2.2%)

18.2%

構成比

13.9%

５級
21人

３　標準的な職務内容とは、それぞれの級の該当する代表的な職務です。

４級 主　　　　　　　　　査

７級

(35人）

2人

(13.9%)

２　職員数には、税務職員、保健師、栄養士、保育士、消防職員、技能労務職員、教育公務員を含みません。
１　「大磯町職員の給与に関する厬」に匼峏岹給厄表の級区分による職員数です。

137人

(19人）

36人

主　　任　　主　　事
29人

(33人）

25人

ୖ　　　　　　　　　শ

主　　　　事　　　　補

(28人）

3.6%
1.5% 0.7%

13.9%

12.4%
9.2%

21.2%

24.1%
26.8%

18.2%
20.4% 19.7%

15.3% 13.9%
21.8%

26.3% 25.5% 15.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

23年度 22年度 18年度

７級
６級
５級
４級
３級
２級
１級



（２）　昇給への勤務成績の反映状況
　１ফ間の人事௬価に匼峏岹勤務成績により、ফ１月１日にＡعＥの５段階の昇給区分で査定昇給します。

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ
昇給号数 ８以上 6 4 2 0

（注）なお、55歳以上は上記の昇給の２分の１の昇給抑制、57歳以上は昇給止をষ峍ています。

一人当たりの平均支給額（平成22ফ২）

勤勉手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
1.35月分 1.35月分 1.35月分2.60月分

59.28月分最高২額
勤勸３５ফ

33.50月分勤勸２５ফ
47.50月分47.50月分
59.28月分59.28月分 59.28月分最高২額

41.34月分勤勸２５ফ41.34月分
59.28月分 勤勸３５ফ 59.28月分

33.50月分

（平成22ফ২支給割合） （平成22ফ২支給割合）

－

国大磯町

1,676千円
（平成22ফ২支給割合）

1,378千円

勤勸２０ফ
൭တ・定ফ
30.55月分

（支給厾）
23.50月分 勤勸２０ফ30.55月分 23.50月分

（支給厾）
大　　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町

　・叓職加算　　　５１８ع％
　・ଵ৶職加算　　　叄

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・叓職加算　　　５２０ع％
職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・叓職加算　　　５２０ع％
　・ଵ৶職加算　１０２５ع％　・ଵ৶職加算　１０２０ع％

国

（１）　期末手当・勤勉手当

自己都合 ൭တ・定ফ 自己都合

一人当たり平均支給額（平成22ফ২）

（加算措置の状況）

（２）　退職手当（平成23ফ４月１日勶厪）

期末手当
2.60月分

期末手当
2.60月分

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

神ఱ川県

５　職員の手当の状況

（加算措置の状況）

（注）

支　　給　　対　　象　　地　　域

大磯町全域 3%

手　　当　　の　　種　　類　　　　　（　　手　　当　　数　　）

（３）　地域手当（平成23ফ４月１日勶厪）

59.28月分最高২額

一人当たり平均支給額 19,116,802円

その他の加算措置その他の加算措置

退職手当の一人当たり平均支給額は、前ফ২に退職した職員に支給された平均額です。

主な支給対象業務

災害救急作業等に従事する職員の特殊勤務手当

なお、支給は、本町が加োする神ఱ川県市町村職員退職手当匢合によるものです。

　定ফ前ଫ期退職特措置　　２％２０ع％加算　定ফ前ଫ期退職特措置　　２％２０ع％加算

59.28月分59.28月分 59.28月分最高২額

支給職員１人当たり平均支給ফ額（平成22ফ২決算）
支　　給　　実　　績　　（平成22ফ২決算）

3%（全職員）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22ফ২）

1,139千円

国の制২（支給厾）

26,465円

支　　給　　厾

左記職員に対する支給単価
出動１回につき、２００円
出動１回につき、２００円

支　　給　　実　　績　　（平成22ফ২決算） 32,696千円
119,573円支給職員１人当たり平均支給ফ額（平成22ফ২決算）

火災その他の災害に出動

支給対象職員数

（４）　特殊勤務手当（平成23ফ４月１日勶厪）

出動中救急救命士法に匼峏岹叀置をষ峍
た場合、出動１回につき、５１０円

（５）　時間外勤務手当

16.5%

手　　　当　　　の　　　名　　　称 主な支給対象職員

消防職員

1

支　　給　　実　　績　　（平成22ফ২決算） 56,875千円

救急事故に出動し、被救助者
の救出、救助に従事した場合

支給職員１人当たり平均支給ফ額（平成22ফ২決算） 307,432円



（６）　その他の手当

13,600円 13,000円

6,500円 6,500円

7,000円 6,500円

11,000円 11,000円

5,500円 6,500円

5,000円 5,000円

35NP40عNP 18,500円

23,600円

21,800円
22,700円

45NP50عNP
20,900円

50NP55عNP
通勤手当

13,700円

40NPع 40NP45عNP

支給なし

その他の扶養親族

配偶者

手　　　当　　　名

（家賃－23,000円）×
1/2＋11,000円

25NP30عNP
30NP35عNP

住居手当

持　　　　家
そ　の　他

20NP25عNP

10NP15عNP
自
転
区
等
の
交
通
用
具
を
匏
用

2NP5عNP
5NP10عNP

15NP20عNP

26,203千円家賃55,000円以上

5NPع 2,000円

27,000円

配偶者のいない職員の扶養親族の
うち１人目

27,000円

家賃が27,000円未満
のときは、家賃の額

4,000円

家賃－12,000円

166,897円

支給なし

8,900円

4,100円
6,500円

17,157千円

25NP30عNP

家賃23,000円以下
家賃23,000円を超え

55,000円未満

10NP15عNP

特定扶養の期間（満１６歳から満
２２歳）にある子１人に対する加
算額

国の内容及び単価等

配偶者以外の扶養親族のうち、２
人まで

扶養手当

扶養親族でない配偶者を有する場
合の１人目

借家・貸間

本町の内容及び単価等本町の内容及び単価等

特定扶養の期間（満１６歳から満
２２歳）にある子１人に対する加
算額

支給職員１人当たり

（平成22ফ২決算）
（平成22ফ২決算）

32,248千円

扶養親族でない配偶者を有する場
合の１人目
配偶者のいない職員の扶養親族の
うち１人目

配偶者

18,500円

233,679円

10,000円

平均支給ফ額

配偶者以外の扶養親族のうち、２
人まで

その他の扶養親族

支給実績

5,200円

20NP25عNP

20,900円

16,100円

11,300円
8,900円
7,300円

11,300円
15NP20عNP

16,100円
13,700円

支給なし

55NP60عNP

30NP35عNP
35NP40عNP

5NP10عNP

77,790円

ୖশ %16ع14

12%

休日勤務手当

23,600円

休日において、正規の勤務時間中に勤務
を命ぜられた職員に勤務１時間当たりの給
与額に１３５／１００を乗じた額を支給

副主幹

６ヶ月定期相当分を支給

各官職及び区分により、勤務１回につき、
6,000円18,000ع円の೧内で支給
（６時間を超える場合は、５割増）

宿日直手当

夜間勤務手当

勤務１回につき、6,700円

2,143千円

ୖশ

正規の勤務時間として、午後１０時から翌
日の午前５時までの間に勤務した全時間
につきに勤務１時間当たりの給与額に２５
／１００を乗じた額を支給

休日において、正規の勤務時間中に勤務
を命ぜられた職員に勤務１時間当たりの給
与額に１３５／１００を乗じた額を支給

10,000円
12,000円ع

   60NPع 24,500円

ଵ৶職特別勤務手当
副主幹 8,000円

ଵ৶職手当

６ヶ月定期相当分を支給

勤務の態様に応じ、勤務１回につき、
4,200円20,000ع円を支給

交
通
機
関
等

を
匏
用

6,371千円 167,274円

官職を占める職員の属する職務の級におけ
る最高の号ကのက給月額の25％を২ 47,754千円 646,610円

1,652千円 22,630円

用

66,954円

818千円 9,621円

正規の勤務時間として、午後１０時から翌
日の午前５時までの間に勤務した全時間
につきに勤務１時間当たりの給与額に２５
／１００を乗じた額を支給

55NP60عNP



ك月１ਠڰ平ਛ��ফق職員ਯの状況　ڳ
（１）　部門別職員数の状況 （各ফ４月１日勶厪・単位؟人）

区　　　分 対前ফ

部　　　門 平22 平23 増減数

議　　会 3 3 0

総　　務 61 59 -2

税　　務

　　　　　平成23ফ6月9ع月

（注）町শ・教育শ・(副町শ)においては、減額措置をষ峍ています。（上記স額は、減額措置前のস額です。）

教　　育　　শ

　　　　　平成23ফ10月ع

給厄・地域手当を教育শ75%減額

給厄・地域手当を教育শ50%減額

　　　　　平成23ফ６月ع 期末手当を町শ・教育শ50%減額（23ফ12月の期末手当はさらに町শ50万円減額）
　　　　　平成23ফ３月6ع月 給厄・地域手当を町শ・副町শ90%減額（23ফ４月から副町শ勘厪）

備　　　考

期末手当

報　　　酬

町　　　　　শ給　　　厄

議　　　　　員
（平成22ফ২支給割合）

給　　　　　厄　　　　　月　　　　　額　　　　　等

副　　議　　শ

ك月１ਠڰ平ਛ��ফقશ職等のਾີ等の状況્　ڲ
区　　　　　　　　　　分

任期ごと

任期ごと
副　　町　　শ

職　　員　　数

4.40月分

任期ごと

315,000円

議　　　　　শ
344,000円

499,000円/227,000円
575,000円 (注) ー

（平成22ফ২支給割合）議　　　　　শ

（参考）類似団体における最高/最低額
909,000円/76,700円

3.85月分

400,000円/157,000円

（算定方式）
議　　　　　員

教　　育　　শ

町　　　　　শ

副　　町　　শ
教　　育　　শ

副　　議　　শ

町　　　　　শ

退職手当

（支給時期）
給厄月額×勤勸月数×37.5／100
給厄月額×勤勸月数×25／100
給厄月額×勤勸月数×20／100

430,000円/182,000円

767,000円 (注)

423,000円 ※教育শにかかる類似団体における最高/
最低額については、国の公表がありません。

　　　　　平成23ফ７月ع 給厄・地域手当を町শ50%減額

税　　務 12 13 1

水産 5 5 0

商　　工 3 3 0

土　　木 21 21 0

ড়　　生 28 27 -1

衛　　生 23 23 0 33529

計 156 154 -2 45.93038862

46 46 0
44 44 0

246 246 -2 73.36932208

6 6 0
9 9 0

15 15 0

261 259 -2 77.24656268

〔334〕 〔334〕
(注) １　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者等を含みます。

２　〔　　〕内は、厬定数の合計である。

（２）　ফೡ別職員構成の状況
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

0人 10人 13人 26人 22人 24人 35人 32人 29人 31人 35人 2人 259人

0人 5人 20人 15人 32人 33人 33人 28人 45人 33人 37人 0人 281人

人口1万人当たりの職員数　45.93人
(類似団体人口1万人当たりの職員数 50.35 人)

人口1万人当たりの職員数　73.37人
(類似団体人口1万人当たりの職員数　67.32 人　)

消防部門
教育部門

合　　　　計

一
般
ষ
政
部
門

小　　　計

小　　　計

人口1万人当たりの職員数　77.25人

下 水 道
そ の 他

普
通
会
計
部
門

公
営
企
業
等

会
計
部
門

39歳ع36 47歳ع59歳44ع56 51歳ع48

23ফ

60歳ع 計5255ع歳

18ফ

43歳20歳未満ع40 23歳ع20 27歳ع24 31歳ع28 35歳ع32



18ফ২ 19ফ২ 20ফ২ 21ফ২ 22ফ২ 23ফ২

164 165 154 162 156 154 △ 10 (△ 6.1%)

57 57 54 49 46 46 △ 11 (△ 19.3%)

42 42 43 45 44 44 2 (4.8%)

18 18 21 15 15 15 △ 3 (△ 16.7%)

281 282 272 271 261 259 △ 22 (△ 7.8%)

(注) 　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者等を含みます。

合　　計

一般ষ政

教　　育

部門

公営企業等

(単位:人・%）（３）　職員数の推移

厢ு5ফ間の増減数(厾）

消　　防

0人

5人

10人

15人

20人

25人

30人

35人

40人

45人

50人

20歳未満 20～23歳 24～27歳28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳～

23年

18年


